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はじめに
　よく知られているように、地方自治体の
会計基準は企業のそれと大きく異なってい
る。すなわち後者が複式簿記2)、発生主義3)に
より資本の増殖過程を明らかにしようとする
のに対し、前者は単式簿記、現金主義により
予算の執行状況を確認することが主目的であ
る。ゆえに公会計は資金の効率性や資本コス
ト、投資回収などのいわゆる財務管理的な発
想に乏しく、従来から「形式偏重である」「無
駄使いを助長している」「PDCAサイクル4)がな
い」といった批判にさらされてきた。このよ
うな状況下において政府は2013年6月に「骨
太の方針（経済財政運営と改革の基本方針）」
に「企業会計原則を前提とした地方公会計の
整備を促進する」との文言を盛り込むことを
閣議決定し、5年以内に複式簿記、発生主義
に基づく会計を実施するよう自治体に要請し
ている。一方それを受けて各自治体において
も現在財務諸表の作成を進めており、細部の
基準はまだ統一されていないものの、全国ほ
とんどの市が貸借対照表や行政コスト計算書
（損益計算書）を公表するに至っている。
　そこで本稿においては、新たに作成された
これらの自治体財務諸表を用いて、静岡県下
全23市の財政に企業財務分析手法を適用し、
安全性、効率性、投資回収などの財務管理的
側面からその現状と課題を探ってみたい。も
とより企業会計とは目的を異にする公会計に
企業財務の発想を持ち込むことは、両者の評
価基準自体が大きく異なることから妥当性を
欠くとの見方もあろうが、一方で激化する地
域間競争下におけるNPM5)の重要性に鑑みれ
ば、行政の安全性・効率性の観点からこのよ
うな試みにも一定の意義はあるものと認めら
れよう。
Ⅰ．自治体公会計制度の改善と自治体財務諸表
　目下進行中のわが国における公会計制度の
改善は、2005年の閣議決定「行政改革の重要
方針」において地方の行財政改革の必要性が
謳われたことに端を発し、これを受けて総
務省は翌2006年に「新地方公会計制度」を公
表した。これは「基準モデル」と「改訂モデ
ル」と称される新たな２つの会計方式および
作成するべき「財務諸表４表」を具体的に提
示し、資産・債務の適正管理、費用管理、未
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利用財産の売却、資産の有効活用、財務情報
の開示などを図るよう全自治体に指示した。
これにより公会計に初めて複式簿記、発生主
義といった企業財務的観点が取り入れられ、
これまでの単年度のキャッシュフロー会計か
ら資産管理や投資回収を含むストック会計へ
の移行が始まり、前述したように現在はその
仕上げ段階にある。もしこれが達成されるな
ら、特殊でわかりにくかった自治体財政に透
明性が増し、一般企業人レベルで問題の共有
化が可能となることから行政のアカウンタビ
リティ向上にも寄与するものと期待される。
　まず総務省が提示した「財務諸表４表」と
は、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、「純資
産変動計算書」、「資金収支計算書」の４つで、
その内容と目的は以下のとおりである。
① 貸借対照表（BS）
　企業会計における貸借対照表（バランス
シート）と基本的に同じもので、期末時点に
おける保有資産と対外債務が両建てで記載さ
れ、その差額として純資産が表示される。従
来の公会計においては、保有資産はその一部
が決算付属資料である「財産調書」に数量表
示されるのみで、対外債務も地方債残高が公
表されるにとどまっていた。今般バランス
シートを作成することによりストックとして
の資産と負債が適正に把握され、本来の意味
での財政状況が明らかになった。
② 行政コスト計算書（PL）
　企業会計における損益計算書の一部に相当
するもので、発生主義に基づいた費用計上が
表示される。ただし売上高に相当する歳入は
記載されず、手数料や付帯収入などが「経常
収益」6）として記載され費用から控除される
のみで、いわゆる事業指標としての「利益・
損失」は計算されていない。むしろこの計算
書の意義は未払金や減価償却を取り入れた発
生主義により、コストとベネフィットを正確
に期間対応させるところにあり、インフラ、
教育、福祉、環境、産業、防災など分野別の
政策評価のツールとして想定されているもの
である。
③ 純資産変動計算書（NMV）
　企業会計における株主資本等変動計算書に
相当するものであるが、企業会計では純利益
からスタートするのに対し、財源調達（税収、
受入補助金など）からスタートし、上記の行
政コストを差し引いて純資産増減が計算され
る。つまり売上高（財源調達）、費用（行政
コスト）、損益（純資産増減）が記載されて
おり、いわゆる黒字（財源調達＞行政コスト）、
赤字（財源調達＜行政コスト）や負債による
穴埋め調達が明示されることから、むしろこ
れが企業会計における損益計算書（PL）に該
当するものと考えられる。
④ 資金収支計算書（CF）
　企業会計におけるキャッシュフロー計算書
とほぼ同じもので、経常的収支、公共資産整
備収支、投資・財務的収支の３部門別に収入
と支出が記載されている。この３つは企業会
計の営業キャッシュフロー、投資キャッシュ
フロー、財務キャッシュフローにそれぞれ該
当し、従来混同されていた経常収支と資本、
財務収支が明確に区分され、資本コストを意
識した財務管理が可能になった。
　以上４表の関連性を図１で概観すると、資
産と負債・資本の両建て、フローとストック
の連関、資金の調達と運用などが一体化され、
従来の大福帳的な資金管理会計から、複式簿
記による財務管理会計へ進化することが想定
されている。
　なおこれら財務諸表を作成するにあたり、
総務省は「基準モデル」と「改訂モデル」と
いう２つの会計方式を提示しているが、表１
にみるようにその差異は企業会計の徹底の度
合いにある。本件の趣旨からすれば本来目指
すべきは基準モデルであり、これはまず資産
台帳と総勘定元帳を企業会計レベルで完備
し、それをもとに完全な複式簿記、発生主義
による経理処理を実施するもので、各自治体
の行政サービス能力やそのコストを明確に把
握することが可能となる。しかしこれには
質・量とも多くの工数を要することからまだ
一般的でなく、静岡県下をみても基準モデル
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を採用しているのは全23市中4市（伊東、藤枝、
袋井、菊川）に過ぎない。一方改訂モデルは、
従来の公会計による勘定科目とデータを流用
して簡便に財務諸表を作成するもので、例え
ば簿外資産や簿外勘定が残るなど企業会計的
視点からは不完全なものである。ただ行政実
務の面からは、他の行政文書との整合性や行
政評価のデータとしての有用性など汎用性に
優れる点もあり、今後とも主流となることが
予想されるため、台帳整備の促進などにより
徐々に財務諸表の完成度を高めていくことが
求められている。
　さらに付言すれば会計範囲を市単体でなく
市行政全体に拡げることも必要である。すな
わち企業会計における連結決算同様、自治体
会計においても普通会計（一般会計＋特別会
計）だけではなく、水道・病院などの公営事
業や地方公社、地方独立行政法人、一般事業
組合、広域連合、第三セクターなどすべてを
含めた連結会計が望ましい。幸いこの点に関
しては総務省の指導により全国的に連結会計
が浸透しており、現在では静岡県下全23市に
おいて連結財務諸表が作成されている。
　では実際に図２において財務諸表４表の一
義的な読み方を以下に示す。
① 貸借対照表
　貸借対照表は資産（資金使途）と負債・資
本（資金調達）を両建てで示したもので、こ
こでは行政サービスのためのさまざまな保有
資産を左側（借方）に、地方債の残高や資産
と負債の差額としての純資産を右側（貸方）
に記載している。企業会計同様、資産構成（過
剰でないか、固定化し過ぎていないか、リス
ク資産・不良資産はないか）およびファイナ
ンス（借入過多でないか、資金コストが高す
ぎないか）の適正さがポイントとなるが、特
に負債と純資産の比率は世代間負担の割合を
表す指標としても重要である。
② 行政コスト計算書
　経常行政コストと経常収益およびその差額
としての純経常行政コストが記載されてい
る。
　行政コストは原価計算書同様、人件費、物
件費、移転支出、その他に区分されているが、
特に物件費に減価償却費が含まれていること
が重要で、いわゆるハコモノ行政のコストも
明らかにすることができる。なおここでの経
常収益は手数料や付帯収入などの付随的収入
で、これは企業会計でいうところの売上高で
なくむしろ営業外収益である。
③ 純資産変動計算書
　先述したとおり、ここで算出される純資産
増減額が企業会計上の純損益に相当する。ま
た税収などの一般財源と国庫補助金の割合も
明記されており、財務基盤を知る上でも重要
な情報である。
④ 資金収支計算書
　ここでは企業財務同様、経常キャッシュフ
ローと投資キャッシュフロー、財務キャッ
シュフローの相互関係が特に重要である。こ
れらはそれぞれ積極財政か緊縮財政かを示し
ており、３区分することにより当該自治体の
スタンスが明確になる。また例えば財政の収
支尻が黒字であっても、経常収支がマイナス
であれば地方債に依存しているか或は必要な
投資が行われていないわけで、本質的な財政
健全度を測るデータとしても有用である。
　以上のように財務諸表４表は大変に利用価
値が高く、各自治体においては自己分析を実
施してそれを予算要求や行財政改革に反映す
るなど、いわゆるPDCAサイクルのツールと
して活用されつつある。しかし企業財務の観
点からは、さらに一歩進んで時系列分析と他
社比較が求められる。このうち時系列分析に
関しては、本会計方式導入から年数が浅いこ
とによりまだ無理があるが、全国のほとんど
の市において導入されていることから横並び
比較は十分に可能である。次章では、さまざ
まな財務管理的観点から静岡県下全23市の財
務比較を試みることにより、現状認識と課題
発掘の一助としたい。
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Ⅱ．静岡県下全23市の財務分析
１．安全性分析
　財務管理における安全性とは、主にバラン
スシート上の資産・負債の構成が適正妥当で
あるか否かということであるが、地方自治体
の公会計においては、政府によって定められ
た「健全性指標」が一般に用いられている。
すなわち総務省は平成19年に制定された「地
方公共団体の財政の健全化に関する法律」（財
政健全化法）に基づき、毎年すべての自治体
の決算をチェックし、安全性に問題ある自治
体については表３に示す基準に従って「財政
健全化団体」（イエローカード）および「財政
再生団体」（レッドカード）に指定し、それぞ
れ「財政健全化計画」「財政再生計画」の策定
を義務付けている7)。そこで用いられている
のが、実質収支比率8)、実質公債比率9)、将来
負担比率10)の３指標で、前者はフローの赤字
水準、後２者はストックの負債水準を計測し、
財政破綻を事前に回避するためのシグナルと
みなされている。
　また一般に広く用いられている指標に「財
政力指数」がある。これは基準収入を基準支
出で除したもので11）、100を超えると黒字体
質を意味し、地方交付税の非交付団体となる。
県下全23市について財政力指数を比較してみ
ると（表４）、上位には大規模な事業所を有
する各市が並ぶ一方、下位は山地や半島など
過疎地を抱える各市で占められ、収入（地方
税収）、支出（行政コスト）両面の有利・不
利が反映されていることが推測できる。
　次に本稿の主旨である企業財務分析の視点
から言えば、安全性指標は自己資本比率12)と
流動比率13)に代表される。このうち前者は公
会計における実質公債比率や将来負担比率と
同じく、負債の抑制を図るものであるが、後
者は「手許流動性の確保」を目的とするもの
で、従来の公会計にはみられない発想である。
これは企業においては毎日の資金繰りが経営
の重大な関心事であるのに対し、手形を発行
せず不渡りの心配がない自治体においては、
手許流動性が軽視されてきたことによるとこ
ろが大きい。しかしながら自治体においても
カリフォルニア州オレンジ郡の破産14)にみら
れるように、最後は支払い能力の有無が存続
の可否を左右するわけであり、手元流動性の
確保も不可欠な事項である。
　こういった視点に基づき県下全23市につい
て自己資本比率と流動比率を比較してみると
（図３）、財務の安全性が高いのは原発を抱え
る御前崎市は別格として、裾野、藤枝の各市、
反対に低いのは三島、下田、磐田、静岡の各
市ということになる。表４の財政力指数ラン
キングと比べてみると、流動負債の少ない藤
枝市が評価を上げる一方、固定資産のウエイ
トが高い三島、磐田、静岡の各市は評価を下
げる結果となっているが、これは企業財務分
析と同じく、いわゆる「攻め」の局面では「守
り」が低下するということで、一概に悪いと
いうわけではない。安全性が重要な意味を持
つのは、あくまでも体力が低下して守りに
入った場合であり、大きなプロジェクトを実
行しているなど積極財政の局面では、最低安
全ラインの確保（企業財務においては自己資
本比率50％以上、流動比率100％以上）で足
りよう。しかし人口流出や少子高齢化が顕著
で、地域産業も衰退しているような市におい
ては、何はともあれ財政破綻の懸念だけは抱
かせないよう安全性指標に気を配り、施策の
絞り込みなどにより財政の縮小均衡を進める
ことが必要である。
２．効率性分析
　静態的な財務分析指標としては、安全性と
並ぶ重要なものとして効率性がある。地方自
治体においても、従来より行財政改革の視点
からいわゆる「ムダ使い」をなくすため、「人
口１人当たり歳出額」および「人口１人当た
り職員数」を用いて、「全国同一レベルの行政
サービス」という前提の下で行政コストの比
較を行っている。ここで県下全23市について
「人口１人当たり歳出額」を比較してみると
（表５）、23市の単純平均が37万円のところ最
低の富士宮市（29万円）と最高の御前崎市
（49万円）では1.7倍の開きがある。ただこれ
は必ずしも行政の効率性を表したものではな
く、地形、人口密度、社会インフラなどの諸
条件がコストに反映されていることに加え、
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そもそも前提に反して市毎の行政サービス水
準に差があることも起因している。
　一方企業財務の観点からは、効率性は資本・
労働の生産性に直結している。経営の目的は
究極的には企業価値の最大化であり、それは
資本が姿を変えながら回転・増殖する過程を
意味する（図２）。そこで重要なのは回転の
スピード（総資産回転率）と利幅（利益率）
であるが、利益の概念がない自治体において
は民間におけるサービス業同様、利幅（利益
率）に代わって省力化（労働装備率）がメル
クマールとなる。すなわち自治体における効
率性とは、限られた予算の下で３Ｅ原則15)に
基づきいかにコストを削減し最大の政策効果
を実現するか（Cost-Benefit Analysis16））、支
出に見合ったサービスが供給されているか
（VFM17）の実現）といった視点から評価され
るべきものである。
　こういった視点に基づき県下全23市につい
て総資産回転率18)と労働装備率19)を比較して
みると（図４）、回転率では富士宮、三島、島田、
富士の各市が優位にあり、一方労働装備率に
おいては浜松、伊東、御殿場、裾野の各市が
優位にある。表５の人口１人当り歳出ランキ
ングと併せて判定すると、富士宮、三島、富
士の東部３市の低コスト行政が目を引くが、
その理由としては施策の絞り込みが的確にな
されていることに加え、可住地人口密度が相
対的に高く、市域が分散していないことも有
利に働いているものとみられる。一方下位で
は御前崎市の高コスト行政が目立つが、これ
は非効率性の表れというよりは、恵まれた財
源を活用した手厚い行政サービスの結果とみ
るのが妥当であろう。問題となるのは財源に
恵まれず、かつ山地や半島など過疎地を抱え
る自治体のケースで、こういったところは人
口密度が低く高齢化も進んでいることから、
高コスト行政になることは避けられない。特
に先述の安全性も懸念されるような場合は、
施策に優先順位を付して行政コストを抑制す
ることが地域存続の必須条件である。
３．投資回収分析
　地方自治体をNPMの発想に基づいて「行政
サービス業」と位置付けた場合、その成否を
左右するのが「投資回収」である。ある施策
を実行する際には、まず予算を獲得（Finance）
して次にそれを投下（Investment）し、最終
的に企図した政策効果をあげることを目的と
する。この時重要なのは「投下した資金をい
かに早く回収するか」すなわち「何年でモト
が取れるか」という点であり、行政といえど
も施設の建設自体が政策目的となることはあ
り得ない。確かに行政には「回収原資」とな
る収益手段がないため、「モトを取る」という
発想自体なじまないという事情はあるが、税
収の一部を「行政サービスの対価」と想定し
これを「回収原資」と見做せば投資回収の概
念の導入も可能である。
　なお従来の指標の中からあえてこれに代用
できるものを探すとすれば、「人口１人当り地
方債残高」が該当する。地方債は主に施設建
設のために発行されるもので、当該施策への
投資額を表しており、これが毎年の税収で
徐々に返済されていくということは、まさ
に投資が回収されていくことに他ならない。
従って残高が少ないということは投資回収が
早く、多いということは遅いことを意味して
いると言える。表６で県下全23市をランキン
グしてみると、23市の単純平均が35万円のと
ころ最低の御前崎市（11万円）と最高の静岡
市（57万円）では5倍の開きがある。ただこ
れは投資回収の長短だけでなく、当初のファ
イナンスや毎年の収支状況にも大きく左右さ
れる点、注意を要する。
　一方企業財務においては、投資回収は経営
上最も重要な指標の一つである。先述したと
おり経営の目的は究極的には資本の増殖で
あり、投資回収はその中心的なプロセスと位
置付けられる。実務上投資回収年数は以下の
算式によって導かれるが、ここでいうキャッ
シュフローとは（税引後利益＋減価償却費）
を意味している。
　投資回収年数＝当該プロジェクト投資額／
当該プロジェクトからのキャッシュフロー
またここで重要なのは年数の評価に際して
は、当該プロジェクトの耐用年数20)と比較す
るという点であり、回収年数が耐用年数より
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短ければその投資は可、長ければ不可という
のが投資決定の原則である。
　さらに信用力の観点からは「債務償還年数」
という指標も重要である。これは現在の債務
残高が、現在の収益水準を前提にした場合あ
と何年で完済できるかというもので、プロ
ジェクト毎ではなく企業ごとに以下の算式に
よって計算される。銀行が企業に融資する際
の返済期間は、これを参考にして決定される
ことが多い。
　債務償還年数＝債務残高／（キャッシュフ
ロー－維持起業費21））
　ここで県下全23市について投資回収年数と
債務償還年数を比較してみると図５のように
なる。ただし自治体においては企業のキャッ
シュフローに正確に該当するものがないた
め、便宜的に経常収支や公共投資整備収支
で代用している22)。結果をみると、掛川、島
田、富士宮、牧之原、磐田などの各市が早
く、反対に下田、藤枝、湖西、伊豆、伊豆の
国などの各市が遅い23)。表６の人口１人当り
地方債残高も参考にして判定すると、掛川な
ど中遠各市の優位と伊豆地域の劣位が読み取
れるが、これは投資性格によるところが大き
いのではないかと思われる。すなわち投資回
収は一般に増強など前向きの投資は回収が早
く、反対に福利などの投資は回収が遅い。お
そらく中遠では産業関連の投資が多く、伊豆
では福祉関連の投資が多いことが影響してい
るのであろう。それよりも今後の問題はイン
フラの維持更新コストにある。市の新規投資
は多くの場合、国・県からの補助金と市債で
賄われることから、企業と異なり当初ファイ
ナンスの苦労が少なく、その分投資回収があ
まり意識されない恨みがある。しかしながら
施設完成後の維持費は基本的に市の全額負担
となり、これが累積されるとフローの収支へ
の負担は計り知れない。従って今後は、投資
の際には企業財務の視点から長期スパンでの
プロジェクト採算を真剣に検討する必要があ
ろう。
４．キャッシュフロー分析
　動態的な財務分析において、投資回収と並
び重要なのはキャッシュフロー分析である。
キャッシュフローは営業キャッシュフロー、
投資キャッシュフロー、財務キャッシュフ
ローに三分割され、このバランスによって「攻
め」か「守り」かを判定できる。例えば営業
キャッシュフローを上回る投資が行われてい
れば「攻め」であり、反対に営業キャッシュ
フローの大部分が手元資金積み増しや借入金
の返済に回っていれば「守り」といえる。
　ただこれまでの公会計はこういった観点に
乏しく、積極財政か消極財政かを客観的に判
定するのは困難であった24)。あえて関連する
ものを探すとすれば、安全性指標としてとり
あげた「将来負担比率（実質負債／標準財政
規模）」があり、これを用いて負債が少ない
自治体は投資の自由度が高く（潜在的積極財
政）、多い自治体は自由度が低い（潜在的消
極財政）とみなすことはできるが、現時点で
の投資マインドの分析には有効でない。参考
までに表７で県下全23市をランキングしてみ
ると、御前崎市（１位）、裾野市（２位）な
ど財政力のある自治体の優位が目立つのみで
ある。
　しかし先述したように、今回作成が義務付
けられた資金収支計算書においては、企業会
計と同様に経常収支、公共資産整備収支、投
資・財務収支が明記され、キャッシュフロー
分析が可能である。ここでは投資倍率（－公
共投資整備収支／経常収支）を用いて、投資
への積極度合を計測してみると（図６）、伊東、
菊川、御前崎、藤沢などの各市がより積極
的、掛川、磐田、浜松、静岡などの各市は収
入の割に慎重な姿勢が窺われる。なおバラン
スシートへの影響としては、一般に推測され
る通り、積極的なところは資産効率（ROA25））
がやや劣るという傾向も読み取れる。
　いずれにしてもキャッシュフロー分析は、
当該自治体の現時点におけるスタンスを明確
にするもので、当面の行政の方向性を判定す
るうえで極めて重要である。企業経営におい
ては、その企業が現在「攻め」のポジション
か「守り」のポジションかによって、戦略は
180度異なってくる。例えばライバルが競争
を仕掛けてきた場合に、値引き合戦に応じる
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か、ある程度シェアを譲って利幅を確保する
かは、その時の自社のスタンスによって決ま
る。同様に自治体においても「いま攻めても
大丈夫なのか」或いは「いま攻めなければな
らないのか」を見極めることは、さまざまな
施策を遂行していく上での大きなヒントとな
ろう。
補論．市勢との相関分析
　以上において安全性、効率性、投資回収、
キャッシュフローの４つの視点から、自治体
の財務分析を試みたが、次にこれらの指標の
基となる要素について考察してみたい。例え
ば一般に電力・鉄鋼などの装置産業は回転率
が低いが、一方小売業は高いとか、通信業は
損益分岐点が高いが、反対にサービス業は低
いとか、鉄道業は投資回収が極めて長いが、
反対にITベンチャーは短いとか、企業財務は
業種・業態によって状況が大きく左右される。
同様に自治体においても、人口密度、産業構
成、住民所得水準などのいわゆる市勢データ
によって予め規定される部分があるものと推
測されるので、第Ⅱ章の４指標がどういった
ファクターと関連しているのか検証するた
め、静岡県下全23市について以下に示す相関
分析を試行した。
　説明変数：　自己資本比率（安全性）
　　　　　　　総資産回転率（効率性）
　　　　　　　投資回収年数（投資回収）
　　　　　　　投資倍率（キャッシュフロー）
　市勢データ：人口密度
　　　　　　　老年人口比率
　　　　　　　製造品出荷額／人口
　　　　　　　小売販売額／人口
　　　　　　　地方税収／人口
　　　　　　　歳出／人口
　　　　　　　地方債残高／人口
　　　　　　　職員数／人口
　　　　　　　財政力指数
　　　　　　　将来負担比率
　この結果、４つの説明変数についてある
程度の相関が認められたのは（r2 > 0.2、p < 
0.05）、以下の４ケースである。いずれも相
関度はさして強いものではないが、それぞれ
指標間の関連性について考察してみたい。
① 自己資本比率と地方税収／人口（図７）
　安全性の代表的な指標である自己資本比率
は、人口１人当り地方税収と弱い相関が認め
られた。財源が豊富な御前崎市は別格として、
裾野、御殿場、熱海など税収が高い市は総じ
て自己資本比率が高い傾向にあり、一方下田、
三島、磐田など税収が低い市は自己資本比率
も低い傾向にある。ここから仮説を逆に導く
とすれば、「税収が豊かな自治体は、フローの
施策実行に際して借入（地方債）依存度が低
く、その結果ストックとしての資産構成も自
己資本のウエイトが高まる。税収が乏しい自
治体は逆に借入に頼らざるを得ず、結果とし
て自己資本比率が低下する。」ということに
なろう。
② 総資産回転率と歳出／人口（図８）
　効率性の代表的な指標である総資産回転率
は、人口１人当り歳出と弱い逆相関が認めら
れた。すなわち御前崎、熱海、伊東など歳出
水準の高い市は総じて回転率が低く、反対に
富士宮、三島、富士など歳出水準の低い市は
総じて回転率が高い。ここから仮説を逆に導
くなら、「歳出を抑制している自治体は、施設
を多目的に活用したり、政策目的の近い複数
の施策を統合したり、資産効率を高めること
によって政策効果を最大化しようとしている
のに対し、歳出水準の高い自治体は施策も多
岐にわたり、結果として資産効率が劣る」と
いうことではなかろうか。
③ 投資回収年数と老年人口比率26)（図９）
　投資回収年数は老年人口比率と弱い相関が
認められた。すなわち下田、伊東、伊豆など
老年人口比率の高い市は総じて投資回収が遅
く、一方掛川、袋井、磐田、裾野など老年人
口比率が低い市は総じて投資回収が早い。こ
こから仮説を逆に導くと、「老年人口比率が高
い自治体の施策は、福祉・医療関連のウエイ
トが高くなるため税収増に結びつきにくい
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が、反対に老年人口比率が低い自治体の施策
は、産業・雇用関連など将来の税収増につな
がるものが多く投資回収が早まる」というこ
とになろう。
④ 投資倍率と将来負担比率（図10）
　投資マインドを測る投資倍率は、将来負担
比率と弱い逆相関が認められた。御前崎、裾
野、伊豆など将来負担比率の低い自治体は総
じて投資倍率が高く、反対に掛川、沼津、牧
之原など将来負担比率の高い自治体は総じて
投資倍率が低い。ここからは「将来負担比率
の低い自治体は、将来に関する心理的余裕か
ら投資に積極的で、一方将来負担比率の高い
自治体は、将来の財政不安から投資を手控え
る傾向にある」という仮説が導かれよう。
　結局以上４ケースにおいて、いずれも市勢
との何らかの相関が認められたわけである
が、むしろ重要なのはこれらの関係するファ
クターを捨象した「本来の」実力である。例
えば歳入に恵まれた自治体こそ支出の効率化
に留意すべきであり、反面老齢化が進み福祉
関連支出が嵩む自治体でも、コンパクトシ
ティなど根本的な解決策につながる施策は積
極的に遂行すべきである。要は「追い風」「逆
風」に過度に惑わされず、安全で効率的な財
政を実現することが肝要である。
おわりに
　最後に本稿の要点を再掲すれば以下の通り
である。
① 従来の自治体の公会計は、資金の効率性
や資本コスト、投資回収などのいわゆる財
務管理的な発想に乏しく、「新地方公会計制
度」の下で企業財務の視点から見直しが進
められている。
② このようなコーポレート・ファイナンス
的発想から、静岡県下全23市の財務分析を
試行した結果、安全性、効率性、投資回収、
キャッシュフローの４点において、それぞ
れ従来用いられてきた財政指標とは若干異
なる評価を実施することができた。
③ 主に分析に用いた財務指標は、安全性に
おいては自己資本比率および流動比率、効
率性においては総資産回転率および労働装
備率、投資回収においては投資回収年数お
よび債務償還年数、キャッシュフローにお
いては投資倍率およびROAで、いずれも企
業財務分析において最もポピュラーなもの
である。
④ さらにこれらの４指標と、各市固有の市
勢データとの間の相関分析を試行し、それ
ぞれ関連性のあるデータを検出したが、い
ずれも常識的な説明のつくものであった。
　なお文末に、本稿の分析に使用した県下23
市の財務データおよび財務レーダーチャート
を付表、付図として掲載した。これらにより
各市のおおよその特徴や傾向は読み取ってい
ただけると思うが、具体的な診断や処方箋は、
より詳細な分析が個別に必要である。幸いそ
の手法については、金融機関における「企業
審査」としてすでに確立されているため、自
治体に関しても企業の有価証券報告書27)レベ
ルのデータが整備されれば、同様の審査を実
施することは可能である。断るまでもなく、
本稿は現時点での限られたデータ制約の下
で、公会計を企業会計に強制的に擬制した試
論であり、その理論的帰結に大きな意味を有
するわけではない。ただこういった試み自体
が、地域間競争の激化や少子高齢化、財政悪
化の下でNPMを模索している地方自治体の意
識改革の嚆矢となれば幸いである28)。
コーポレート・ファイナンスの視点に立った地方自治体の財務分析
─ 9 ─
脚注
１） 本稿は筆者がこれまで複数の自治体において、
有識者としての立場で関わった行財政改革や事
業仕訳の知見を基に書き下したものである。
２） 企業財務諸表は貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書、キャッシュフロー計算書な
どから構成されているのに対し、旧来の公会計
は予算書、決算書、財産目録といった家計簿レ
ベルの単純な経理処理にとどまっており、総資
産や減価償却の概念さえ備わっていなかった。
３） 例えば企業において売上高が計上されるのは売
買契約が成立した時点であり、代金回収とは関
係なく原価も利益もこの時点で処理、発生する。
これに対し公会計では歳入、歳出とも入出金の
時点で記帳されるため、例えば徴収できなかっ
た税金は未収金ではなく歳入未達として処理さ
れ、始めからなかったことになってしまう。
４） Plan→Do→Check→Action→Planというマネジメ
ントサイクルに対し、行政は単年度主義のため
毎年Plan(予算)→Do(執行)の繰り返しのみで、結
果を改善に繋げるプロセスがないという指摘が
一般的である。
５） NPM（New Public Management）とは1980年代に
英国、ニュージーランドなどアングロサクソン
系諸国を中心に形成された革新的な行政改革理
論で、民間企業における経営理念、手法、成功
事例などを可能な限り行政の現場に導入し、公
共セクターの効率化・活性化を図るものである。
６） 企業会計用語でいえば「経常収益」ではなく「営
業外収益」に該当するもので、これを費用から
控除するということはいわゆる「事業利益」の
概念に通ずるものとも考えられる。
７） これまでに財政再生団体に指定されたのは北海
道夕張市のみ（再建中）であるが、財政健全化
団体は北海道歌志内市、江差町、由仁町、浜頓
別町、中頓別町、利尻町、洞爺湖町、山形県新
庄市、福島県双葉町、群馬県嬬恋村、長野県王
滝村、兵庫県香美町、大阪府泉佐野市、奈良県
上牧町、御所市、鳥取県日野町、高知県安芸市、
沖縄県伊平屋村、座間味村、伊是名村の20市町
村あった（いずれも現在までに指定解除）。
８） 実質収支比率＝実質収支／標準財政規模
９） 実質公債費比率＝公債費償還／標準財政規模
10） 将来負担比率＝実質負債／標準財政規模
11） 基準収入＝標準的な地方税収入×75％＋地方譲
与税等
 基準支出＝Σ（単位費用×数量×補正係数）
12） 自己資本比率＝純資産／総資産
13） 流動比率＝流動資産／流動負債
14） オレンジ郡は1994年に巨額の資金運用損を出し
たことから信用不安が起こり、業者などへの支
払延期が拒絶され倒産した。
15） Economy（ 経 済 性 ）、 Efficiency（ 効 率 性 ）、
Effectiveness（有効性）の頭文字をとった概念で、
NPMの発想に基づき政策を評価する手段とされ
ている
16） 政策効果の判定に際し、そのCost（費用）と
Benefit（便益）を比較してBenefitの方が大きけ
れば可とする考え方。なお費用・便益はプロジェ
クト内部のもの限らず、社会的な外部効果（外
部経済・不経済）も含めて算定される。
17） Value For Moneyの略で、支出に見合った効用が
確保されていることを意味する。これもNPMの
判断基準の一つで、いわゆるCost Performanceと
ほぼ同義である。
18） 総資産回転率＝経常行政コスト／総資産
19） 労働装備率＝固定資産／職員数
20） 実務上は税制上の法定耐用年数を用いて、当該
プロジェクトの平均耐用年数（全資産加重平均）
を算出する。
21） 企業経営存続のための修繕費や更新費などのこ
とで、実務上は年間減価償却費の30％を見込む
のが通例である。
22） 投資回収年数＝固定資産／経常収支
 債務償還年数＝有利子負債／（経常収支＋公共
投資整備収支）
23） このうち藤枝市に関しては、新地方公会計制度
における会計基準の違い（基準モデル採用）に
よる影響が大きい。
24） 例えば財政力指数（基準収入／基準支出）、実
質収支比率（実質収支／標準財政規模）などか
らも、ある程度は積極財政か消極財政かを推測
することはできるが、これらは収益力（税収）
に左右されるため投資マインドを判定するには
無理がある。
25） ROA=（純資産増減＋経常収支）／総資産
26） 老年人口比率＝65歳以上人口／人口
27） 企業財務のディスクローズ書類としては、簡単
なものから順に決算短信、営業報告書、有価証
券報告書の３種があり、このうち有価証券報告
書は、上場企業などが金融庁への提出を義務付
けられている200ページ程度の詳細な決算書で、
厳格な会計基準に則って作成され、当該企業の
財務状況を客観的に把握することができる。
28） 地方自治体のNPMに関しては拙著「人口減少下
の地域経営戦略に関する諸考察」（静岡産業大学
「環境と経営」第19巻第1号）も参照されたい。
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図１．自治体財務諸表４表の概要
表１．基準モデルと改訂モデル
基準モデル 改訂モデル 
固定資産の算定方法 
（初年度期首残高） 
○現存する固定資産をすべて 
リストアップし、公正価値によ
り評価 
○売却可能資産: 時価評価
○売却可能資産以外: 過去の建
設事業費の積上げにより算定 
⇒段階的に固定資産情報を整備 固定資産の算定方法 
（継続作成時） 
○発生主義的な財務会計データ
から固定資産情報を作成 
○その他、公正価値により評価 
固定資産の範囲 ○すべての固定資産を網羅 ○当初は建設事業費の範囲 
⇒段階的に拡張し、立木、物品、
地上権、ソフトウェアなどを含
めることを想定 
台帳整備 ○開始貸借対照表作成時に整備 
その後、継続的に更新 
○段階的整備を想定 
⇒売却可能資産、土地を優先 
作成時の負荷 ○当初は、固定資産の台帳整備
及び仕訳パターンの整備等に伴
う負荷あり 
○継続作成時には、負荷は減少 
○当初は、売却可能資産の洗い
出しと評価、回収不能見込額の
算定など、現行総務省方式作成
団体であれば負荷は比較的軽微
○継続作成時には、段階的整備
に伴う負荷あり 
財務書類の
検証可能性
○開始時未分析残高を除き、財
務書類の数値から元帳、伝票に
遡って検証可能 
○台帳の段階的整備等により、
検証可能性を高めることは可能 
財務書類の作成・開示時期 ○出納整理期間後、早期の作成・
開示が可能 
○出納整理期間後、決算統計と
並行して作成・開示 
（出所）図１に同じ
（出所）総務省「新地方会計制度実務研究会報告書」2007年10月
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表２．磐田市の公開財務諸表
（出所）磐田市ＨＰ（http://www.city.iwata.shizuoka.jp/shisei/zaisei/pdf/zaimushohyo_h24_2.pdf）
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図２．資本の循環と増殖過程
　総資産利益率（ROA）＝　総資産回転率 × 売上高利益率
　　　　利　益　　　　 　　　売上高　　  　　利　益　
　　　　総資産　　　　 　　　総資産　　  　　売上高　
（出所）丹羽由一「財務管理論講義資料」
表３．財政健全化・再生基準
財政健全化団体 財政再生団体
都道府県 市町村 都道府県 市町村
実質収支比率
(連結実質収支比率)
－3.75％以下
(－8.75％以下)
－15％以下
(－20％以下)
－5％以下
(－15％以下)
－20％以下
(－30％以下)
実質公債費比率 25％以上 25％以上 35％以上 35％以上
将来負担比率 400％以上 350％以上 ― ―
（注） １．特別区は市町村とみなす 
２．連結収支は特別会計、公営企業会計などすべての公会計を含む
（出所）総務省ＨＰより作成
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表４．財政力指数ランキング（県下23市）
順　位 市　名 財政力指数
１ 御前崎  117 ％
２ 富　士 100
２ 裾　野 100
４ 湖　西 98
５ 御殿場 97
・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・
19 伊豆の国 76
20 島　田 75
21 菊　川 73
22 伊　豆 58
23 下　田 51
（出所）付表１に同じ
表５．人口１人当り歳出ランキング（県下23市）
順　位 市　名 歳出／人口
１ 富士宮  29 万円
１ 藤　枝 29
３ 三　島 30
３ 焼　津 30
５ 富　士 32
・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・
19 下　田 39
20 御殿場 40
21 伊　豆 46
22 熱　海 47
23 御前崎 49
（出所）付表１に同じ
（注）少ないほど上位（効率的）とした
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表６．人口１人当り地方債残高ランキング（県下23市）
順　位 市　名
地方債残高
／人口
１ 御前崎  11 万円
２ 富士宮 23
３ 富　士 29
４ 袋　井 30
５ 御殿場 31
・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・
19 菊　川 40
20 伊　豆 41
21 熱　海 42
22 島　田 43
23 静　岡 57
（出所）付表１に同じ
（注）少ないほど上位（投資回収が早い）とした
表７．将来負担比率ランキング（県下23市）
順　位 市　名 将来負担比率
１ 御前崎  0 ％
２ 裾　野 7
３ 伊　豆 11
４ 三　島 28
５ 浜　松 28
・ ・ ・
・ ・ ・
・ ・ ・
19 菊　川 81
20 静　岡 87
21 袋　井 96
22 御殿場 98
23 掛　川 124
（出所）付表１に同じ
（注）少ないほど上位（自由度が高い）とした
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図４．効率性指標
（出所）付表１データより筆者作成
（出所）付表１データより筆者作成
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（出所）付表１データより筆者作成
（出所）付表１データより筆者作成
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（出所）付表１データより筆者作成
（出所）付表１データより筆者作成
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（出所）付表１データより筆者作成
（出所）付表１データより筆者作成
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付表１．静岡県下23市の財務データ要約
静岡 浜松 沼津 熱海 三島 富士宮 伊東 島田 富士 磐田 焼津 掛川 藤枝 御殿場 袋井 下田 裾野 湖西 伊豆 御前崎 菊川 伊豆国 牧之原
市
　　　　
勢
面積（k㎡） 1412 1558 187 62 62 389 124 316 245 164 71 266 194 195 109 105 138 87 364 66 94 95 112
住基人口（千人） 711 791 202 39 111 134 72 101 255 165 141 115 145 88 84 24 53 59 34 34 45 50 48
人口密度（人/k㎡） 504 507 1081 632 1793 344 583 319 1040 1009 2004 432 746 449 772 230 385 676 93 513 481 524 428
老年人口比率（％） 25 23 25 39 23 23 33 26 22 22 24 22 24 20 19 33 19 21 32 23 22 26 25
製造品出荷額/人口（万円） 239 264 280 8 164 502 13 310 511 1040 385 932 276 444 538 12 870 2873 454 288 583 215 1483
小売販売額/人口（万円） 90 97 95 68 67 82 83 76 82 78 76 88 76 127 81 91 71 63 79 75 79 79 87
個人所得/納税者（万円） 312 311 312 285 330 293 256 282 311 291 289 295 302 302 292 249 319 296 251 278 278 283 269
財
　　　
政
　　　
力
地方税収/人口（万円） 18 16 18 25 15 15 15 14 18 16 15 18 14 17 17 12 20 19 13 26 15 13 16
歳出/人口（万円） 39 34 35 47 30 29 36 36 32 35 30 38 29 40 36 39 35 35 46 49 38 36 37
経常収支比率（％） 92 90 84 88 82 85 83 90 82 86 82 85 85 83 87 89 88 88 82 80 88 88 85
実質収支比率（％） 3 4 4 7 2 7 5 7 6 5 9 5 10 7 6 7 8 9 8 8 5 6 9
公債費負担比率（％） 20 19 15 16 15 13 16 16 12 20 15 16 18 15 18 13 12 13 11 6 16 12 16
実質公債費比率（％） 12 12 8 8 8 10 10 10 6 13 10 12 13 13 12 12 10 12 9 4 15 9 19
将来負担比率（％） 87 28 80 44 28 43 46 52 57 64 66 124 70 98 96 70 7 70 11 0 81 66 81
財政力指数（％） 89 85 96 91 90 89 78 75 100 86 90 90 84 97 85 51 100 98 58 117 73 76 80
自主財源比率（％） 54 57 60 64 61 64 57 53 68 59 60 62 63 71 56 45 70 70 41 70 52 49 54
交付税依存度（％） 5 8 3 7 5 8 11 16 2 13 8 9 11 2 11 29 1 5 33 7 19 19 14
地方債残高/人口（万円） 57 35 36 42 34 23 32 43 29 37 36 41 36 31 30 31 37 31 41 11 41 38 41
職員数/人口千人 9 7 10 13 7 10 10 15 10 12 11 10 11 8 10 10 8 12 11 20 15 8 8
貸
　
借
　
対
　
照
　
表
資産計（億円、以下同じ） 19000 21043 5085 1442 1806 2165 2640 2372 5091 3834 3317 3317 4002 2174 2098 605 1406 1808 1143 1736 1342 1059 1113
　　（流動資産） 795 776 119 47 41 138 151 158 187 170 121 128 361 76 99 22 108 112 64 147 120 73 60
　　（固定資産） 17630 19697 4906 1358 1722 1961 2489 2135 4767 3551 3093 3111 3641 2044 1923 558 1261 1635 1024 1366 1222 956 988
　　（投資等） 575 570 60 37 43 66 N.A 79 137 113 103 78 N.A 54 76 25 37 61 55 223 30 65
負債計 7276 5911 1581 372 709 591 576 671 1536 1439 933 1079 1080 504 667 240 319 435 278 138 421 298 344
　　　（流動負債） 617 667 166 58 63 82 59 77 162 152 97 134 72 59 87 21 25 41 23 20 45 24 30
　　　（固定負債） 6659 5244 1415 314 646 509 517 594 1374 1287 836 945 1008 445 580 219 294 394 255 118 376 274 314
　　＜有利子負債＞ 6488 5193 1379 321 628 473 490 532 1256 1272 795 967 1000 413 580 200 278 343 235 101 354 260 298
純資産計 11724 15132 3504 1070 1097 1574 2064 1701 3555 2395 2384 2238 2922 1670 1431 365 1087 1373 865 1598 921 761 769
コスト計算書経常行政コスト計 4466 4608 1232 329 576 748 607 692 1449 1014 821 790 805 475 413 152 287 359 260 286 309 263 300
　　　（人件費） 653 587 178 43 73 131 65 142 241 181 139 113 155 64 92 24 40 67 44 48 72 36 41
　　　（物件費） 1084 1137 300 83 128 187 33 188 385 293 226 230 91 138 61 40 82 112 74 109 47 70 74
　　　（移転支出等） 2729 2884 754 203 375 430 509 362 823 540 456 447 559 273 260 88 165 180 142 129 190 157 185
△経常収益 -1742 -1732 -498 -136 -203 -310 -180 -313 -587 -427 -377 -361 -181 -156 -78 -48 -92 -132 -90 -118 -77 -75 -97
純経常行政コスト 2724 2876 734 193 373 438 427 379 862 587 444 429 624 319 335 103 195 227 170 168 232 187 203
純資産変動計算書期首純資産残高 11654 15094 3455 1054 1111 1565 2072 1701 3511 2520 2365 2221 2946 1630 1470 370 1087 1392 881 1592 925 773 776
△純経常行政コスト -2724 -2876 -734 -193 -373 -438 -427 -379 -862 -587 -444 -429 -624 -319 -335 -103 -195 -227 -170 -168 -232 -187 -203
財源調達等 2794 2911 783 209 359 447 419 379 906 462 463 446 600 359 296 98 195 208 154 174 228 176 195
　　　（地方税） 1238 1242 357 99 167 202 N.A 142 463 263 217 203 N.A 152 158 30 104 108 45 84 80 66 77
　　　（交付税） 154 231 23 13 18 34 N.A 62 14 74 29 38 N.A 6 0 29 2 11 56 11 0 36 27
　　　（補助金等） 1402 1438 403 97 174 211 N.A 175 429 125 217 205 N.A 201 138 39 89 89 53 79 148 74 91
純資産増減 70 35 49 16 -14 9 -8 0 44 -125 19 17 -24 40 -39 -5 0 -19 -16 6 -4 -11 -8
期末純資産残高 11724 15132 3504 1070 1097 1574 2064 1701 3555 2395 2384 2238 2922 1670 1431 365 1087 1373 865 1598 921 761 769
資金収支
経常収支 658 739 161 45 45 98 53 105 178 164 129 210 97 63 62 12 40 41 28 46 39 39 45
公共資産整備収支 -130 -147 -38 -12 6 -38 -50 -22 -54 -30 -41 -21 -49 -22 -104 -3 -19 -12 -13 -25 -22 -19 -11
投資・財務収支 -452 -529 -114 -30 -61 -56 9 -70 -100 -136 -71 -172 -57 -38 55 -19 -19 -31 -30 -28 -19 -20 -32
資金収支計 76 63 9 3 -10 4 12 13 24 -2 17 17 -9 3 13 -10 2 -2 -15 -7 -2 0 2備考
会計モデル 改訂 改訂 改訂 改訂 改訂 改訂 基準 改訂 改訂 改訂 改訂 改訂 基準 改訂 基準 改訂 改訂 改訂 改訂 改訂 基準 改訂 改訂
年度 2012 2012 2012 2012 2012 2012 2012 2012 2012 2012 2010 2012 2011 2012 2012 2012 2012 2012 2011 2012 2011 2012 2012
財
　　
務
　　
比
　　
率
流動比率（％） 129 116 72 81 65 168 256 205 115 112 125 96 501 129 114 105 432 273 278 735 267 304 200 
自己資本比率（％） 62 72 69 74 61 73 78 72 70 62 72 67 73 77 68 60 77 76 76 92 69 72 69 
ＤＥレシオ（％） 55 34 39 30 57 30 24 31 35 53 33 43 34 25 41 55 26 25 27 6 38 34 39 
固定比率（％） 150 130 140 127 157 125 121 126 134 148 130 139 125 122 134 153 116 119 118 85 133 126 128 
経常収益率（％） 39 38 40 41 35 41 30 45 41 42 46 46 22 33 19 32 32 37 35 41 25 29 32 
ＲＯＡ（％） 9.5 8.4 10.8 10.5 10.5 14.7 6.5 13.2 12.4 7.9 11.9 11.4 3.9 9.0 1.9 7.1 6.5 6.3 6.5 7.1 5.4 6.0 8.0 
ＲＯＥ（％） 0.6 0.2 1.4 1.5 -1.3 0.6 -0.4 0.0 1.2 -5.2 0.8 0.8 -0.8 2.4 -2.7 -1.4 0.0 -1.4 -1.8 0.4 -0.4 -1.4 -1.0 
総資産回転率（％） 24 22 24 23 32 35 23 29 28 26 25 24 20 22 20 25 20 20 23 16 23 25 27 
純資産回転率（％） 38 30 35 31 53 48 29 41 41 42 34 35 28 28 29 42 26 26 30 18 34 35 39 
労働装備率（千円） 278 349 248 265 207 142 342 137 192 178 198 261 231 314 221 226 296 227 261 197 179 252 265 
投資倍率（％） 20 20 24 27 N.A 39 94 21 30 18 32 10 51 35 168 25 48 29 46 54 56 49 24 
投資回収年数（年） 26.8 26.7 30.5 30.2 38.3 20.0 47.0 20.3 26.8 21.7 24.0 14.8 37.5 32.4 31.0 46.5 31.5 39.9 36.6 29.7 31.3 24.5 22.0 
債務償還年数（年） 12.3 8.8 11.2 9.7 12.3 7.9 163.3 6.4 10.1 9.5 9.0 5.1 20.8 10.1 N.A 22.2 13.2 11.8 15.7 4.8 20.8 13.0 8.8 
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付表１．静岡県下23市の財務データ要約
静岡 浜松 沼津 熱海 三島 富士宮 伊東 島田 富士 磐田 焼津 掛川 藤枝 御殿場 袋井 下田 裾野 湖西 伊豆 御前崎 菊川 伊豆国 牧之原
市
　　　　
勢
面積（k㎡） 1412 1558 187 62 62 389 124 316 245 164 71 266 194 195 109 105 138 87 364 66 94 95 112
住基人口（千人） 711 791 202 39 111 134 72 101 255 165 141 115 145 88 84 24 53 59 34 34 45 50 48
人口密度（人/k㎡） 504 507 1081 632 1793 344 583 319 1040 1009 2004 432 746 449 772 230 385 676 93 513 481 524 428
老年人口比率（％） 25 23 25 39 23 23 33 26 22 22 24 22 24 20 19 33 19 21 32 23 22 26 25
製造品出荷額/人口（万円） 239 264 280 8 164 502 13 310 511 1040 385 932 276 444 538 12 870 2873 454 288 583 215 1483
小売販売額/人口（万円） 90 97 95 68 67 82 83 76 82 78 76 88 76 127 81 91 71 63 79 75 79 79 87
個人所得/納税者（万円） 312 311 312 285 330 293 256 282 311 291 289 295 302 302 292 249 319 296 251 278 278 283 269
財
　　　
政
　　　
力
地方税収/人口（万円） 18 16 18 25 15 15 15 14 18 16 15 18 14 17 17 12 20 19 13 26 15 13 16
歳出/人口（万円） 39 34 35 47 30 29 36 36 32 35 30 38 29 40 36 39 35 35 46 49 38 36 37
経常収支比率（％） 92 90 84 88 82 85 83 90 82 86 82 85 85 83 87 89 88 88 82 80 88 88 85
実質収支比率（％） 3 4 4 7 2 7 5 7 6 5 9 5 10 7 6 7 8 9 8 8 5 6 9
公債費負担比率（％） 20 19 15 16 15 13 16 16 12 20 15 16 18 15 18 13 12 13 11 6 16 12 16
実質公債費比率（％） 12 12 8 8 8 10 10 10 6 13 10 12 13 13 12 12 10 12 9 4 15 9 19
将来負担比率（％） 87 28 80 44 28 43 46 52 57 64 66 124 70 98 96 70 7 70 11 0 81 66 81
財政力指数（％） 89 85 96 91 90 89 78 75 100 86 90 90 84 97 85 51 100 98 58 117 73 76 80
自主財源比率（％） 54 57 60 64 61 64 57 53 68 59 60 62 63 71 56 45 70 70 41 70 52 49 54
交付税依存度（％） 5 8 3 7 5 8 11 16 2 13 8 9 11 2 11 29 1 5 33 7 19 19 14
地方債残高/人口（万円） 57 35 36 42 34 23 32 43 29 37 36 41 36 31 30 31 37 31 41 11 41 38 41
職員数/人口千人 9 7 10 13 7 10 10 15 10 12 11 10 11 8 10 10 8 12 11 20 15 8 8
貸
　
借
　
対
　
照
　
表
資産計（億円、以下同じ） 19000 21043 5085 1442 1806 2165 2640 2372 5091 3834 3317 3317 4002 2174 2098 605 1406 1808 1143 1736 1342 1059 1113
　　（流動資産） 795 776 119 47 41 138 151 158 187 170 121 128 361 76 99 22 108 112 64 147 120 73 60
　　（固定資産） 17630 19697 4906 1358 1722 1961 2489 2135 4767 3551 3093 3111 3641 2044 1923 558 1261 1635 1024 1366 1222 956 988
　　（投資等） 575 570 60 37 43 66 N.A 79 137 113 103 78 N.A 54 76 25 37 61 55 223 30 65
負債計 7276 5911 1581 372 709 591 576 671 1536 1439 933 1079 1080 504 667 240 319 435 278 138 421 298 344
　　　（流動負債） 617 667 166 58 63 82 59 77 162 152 97 134 72 59 87 21 25 41 23 20 45 24 30
　　　（固定負債） 6659 5244 1415 314 646 509 517 594 1374 1287 836 945 1008 445 580 219 294 394 255 118 376 274 314
　　＜有利子負債＞ 6488 5193 1379 321 628 473 490 532 1256 1272 795 967 1000 413 580 200 278 343 235 101 354 260 298
純資産計 11724 15132 3504 1070 1097 1574 2064 1701 3555 2395 2384 2238 2922 1670 1431 365 1087 1373 865 1598 921 761 769
コスト計算書経常行政コスト計 4466 4608 1232 329 576 748 607 692 1449 1014 821 790 805 475 413 152 287 359 260 286 309 263 300
　　　（人件費） 653 587 178 43 73 131 65 142 241 181 139 113 155 64 92 24 40 67 44 48 72 36 41
　　　（物件費） 1084 1137 300 83 128 187 33 188 385 293 226 230 91 138 61 40 82 112 74 109 47 70 74
　　　（移転支出等） 2729 2884 754 203 375 430 509 362 823 540 456 447 559 273 260 88 165 180 142 129 190 157 185
△経常収益 -1742 -1732 -498 -136 -203 -310 -180 -313 -587 -427 -377 -361 -181 -156 -78 -48 -92 -132 -90 -118 -77 -75 -97
純経常行政コスト 2724 2876 734 193 373 438 427 379 862 587 444 429 624 319 335 103 195 227 170 168 232 187 203
純資産変動計算書期首純資産残高 11654 15094 3455 1054 1111 1565 2072 1701 3511 2520 2365 2221 2946 1630 1470 370 1087 1392 881 1592 925 773 776
△純経常行政コスト -2724 -2876 -734 -193 -373 -438 -427 -379 -862 -587 -444 -429 -624 -319 -335 -103 -195 -227 -170 -168 -232 -187 -203
財源調達等 2794 2911 783 209 359 447 419 379 906 462 463 446 600 359 296 98 195 208 154 174 228 176 195
　　　（地方税） 1238 1242 357 99 167 202 N.A 142 463 263 217 203 N.A 152 158 30 104 108 45 84 80 66 77
　　　（交付税） 154 231 23 13 18 34 N.A 62 14 74 29 38 N.A 6 0 29 2 11 56 11 0 36 27
　　　（補助金等） 1402 1438 403 97 174 211 N.A 175 429 125 217 205 N.A 201 138 39 89 89 53 79 148 74 91
純資産増減 70 35 49 16 -14 9 -8 0 44 -125 19 17 -24 40 -39 -5 0 -19 -16 6 -4 -11 -8
期末純資産残高 11724 15132 3504 1070 1097 1574 2064 1701 3555 2395 2384 2238 2922 1670 1431 365 1087 1373 865 1598 921 761 769
資金収支
経常収支 658 739 161 45 45 98 53 105 178 164 129 210 97 63 62 12 40 41 28 46 39 39 45
公共資産整備収支 -130 -147 -38 -12 6 -38 -50 -22 -54 -30 -41 -21 -49 -22 -104 -3 -19 -12 -13 -25 -22 -19 -11
投資・財務収支 -452 -529 -114 -30 -61 -56 9 -70 -100 -136 -71 -172 -57 -38 55 -19 -19 -31 -30 -28 -19 -20 -32
資金収支計 76 63 9 3 -10 4 12 13 24 -2 17 17 -9 3 13 -10 2 -2 -15 -7 -2 0 2備考
会計モデル 改訂 改訂 改訂 改訂 改訂 改訂 基準 改訂 改訂 改訂 改訂 改訂 基準 改訂 基準 改訂 改訂 改訂 改訂 改訂 基準 改訂 改訂
年度 2012 2012 2012 2012 2012 2012 2012 2012 2012 2012 2010 2012 2011 2012 2012 2012 2012 2012 2011 2012 2011 2012 2012
財
　　
務
　　
比
　　
率
流動比率（％） 129 116 72 81 65 168 256 205 115 112 125 96 501 129 114 105 432 273 278 735 267 304 200 
自己資本比率（％） 62 72 69 74 61 73 78 72 70 62 72 67 73 77 68 60 77 76 76 92 69 72 69 
ＤＥレシオ（％） 55 34 39 30 57 30 24 31 35 53 33 43 34 25 41 55 26 25 27 6 38 34 39 
固定比率（％） 150 130 140 127 157 125 121 126 134 148 130 139 125 122 134 153 116 119 118 85 133 126 128 
経常収益率（％） 39 38 40 41 35 41 30 45 41 42 46 46 22 33 19 32 32 37 35 41 25 29 32 
ＲＯＡ（％） 9.5 8.4 10.8 10.5 10.5 14.7 6.5 13.2 12.4 7.9 11.9 11.4 3.9 9.0 1.9 7.1 6.5 6.3 6.5 7.1 5.4 6.0 8.0 
ＲＯＥ（％） 0.6 0.2 1.4 1.5 -1.3 0.6 -0.4 0.0 1.2 -5.2 0.8 0.8 -0.8 2.4 -2.7 -1.4 0.0 -1.4 -1.8 0.4 -0.4 -1.4 -1.0 
総資産回転率（％） 24 22 24 23 32 35 23 29 28 26 25 24 20 22 20 25 20 20 23 16 23 25 27 
純資産回転率（％） 38 30 35 31 53 48 29 41 41 42 34 35 28 28 29 42 26 26 30 18 34 35 39 
労働装備率（千円） 278 349 248 265 207 142 342 137 192 178 198 261 231 314 221 226 296 227 261 197 179 252 265 
投資倍率（％） 20 20 24 27 N.A 39 94 21 30 18 32 10 51 35 168 25 48 29 46 54 56 49 24 
投資回収年数（年） 26.8 26.7 30.5 30.2 38.3 20.0 47.0 20.3 26.8 21.7 24.0 14.8 37.5 32.4 31.0 46.5 31.5 39.9 36.6 29.7 31.3 24.5 22.0 
債務償還年数（年） 12.3 8.8 11.2 9.7 12.3 7.9 163.3 6.4 10.1 9.5 9.0 5.1 20.8 10.1 N.A 22.2 13.2 11.8 15.7 4.8 20.8 13.0 8.8 
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（出所） 東洋経済新報社「地方自治体財務総覧」2014年版、同「都市データパック」2014年版より
作成
 財務比率は筆者算出
（注） １．年度は注記ない限り2012年度
 ２．財政力は普通会計（一般＋特別）ベース、財務諸表４表は連結会計ベース
 ３．経常収支比率＝経常経費/経常収入　低いほど財政運営の自由度が高い
 ４．実質収支比率＝実質収支/標準財政規模　赤字20％以上は財政再建団体
 ５．公債費負担比率＝公債費充当/一般財源　低いほど財政運営の自由度が高い
 ６．実質公債費比率＝公債費償還/標準財政規模　18％以上は起債に総務大臣の許可が必要
 ７．将来負担比率＝実質負債/標準財政規模　低いほど財政運営の自由度が高い
 ８．財政力指数＝基準収入/基準需要　100％超は地方交付税不交付団体
 ９．自主財源比率＝自主財源/歳入　高いほど財政運営の自由度が高い
 10．交付税依存度＝地方交付税/歳入
 11．職員数は一般行政職のほか教育、警察、公営企業等全職種を含む
 12．財務諸表４表の勘定科目は企業会計に即して適宜読替え、並び替え
 13．流動比率＝流動資産/流動負債
 14．自己資本比率＝純資産/総資産
 15．ＤＥレシオ＝有利子負債/純資産
 16．固定比率＝固定資産/純資産
 17．経常収益率＝経常収益/経常行政コスト
 18．ＲＯＡ＝（純資産増減＋経常収益）/総資産
 19．ＲＯＥ＝純資産増減/純資産
 20．総資産回転率＝経常行政コスト/総資産
 21．純資産回転率＝経常行政コスト/純資産
 22．投資倍率＝（－）公共投資整備収支/経常収支
 23．労働装備率＝固定資産/職員数
 24．投資回収年数＝固定資産/経常収支
 25．債務償還年数＝有利子負債/（経常収支+公共投資整備収支）
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付表２．主な企業財務指標一覧
（出所）丹羽由一「財務管理論講義資料」
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付図１．静岡県下23市の財務レーダーチャート
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付図２．静岡県地図
（出所）静岡県総合教育センター
